様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　　　2021年　　1月　　13日
　
　　経済産業大臣　殿

 
                              　　　　　三菱地所株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ﾐﾂﾋﾞｼｼﾞｼｮｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ　ﾖｼﾀﾞｼﾞｭﾝｲﾁ）
取締役社長　吉田 淳一         印
住所　〒100-8133
東京都千代田区大手町1-1-1　大手町パークビル
法人番号　2010001008774　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	三菱地所グループ長期経営計画2030


	公表日
	2020年 1月 24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社ホームページのIR情報
https://www.mec.co.jp/j/investor/plan/pdf/plan200124.pdf
p33～p36

	記載内容抜粋
	目指すべき姿「テクノロジーを活用した施設運営管理の外部提供・コンサルティング業務、デジタル化した不動産を外部パートナーも活用することで新たな事業機会獲得、行動データ・来街者データを集約・解析することで新たな個人・社会のニーズ発見、新たなサービスコンテンツの提供」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た経営計画である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020


	公表日
	2020年 9月 25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社ホームページのIR情報
https://www.mec.co.jp/j/investor/irlibrary/annual/pdf/integratedreport2020.pdf
p46

	記載内容抜粋
	1 社会課題を背景とした潜在ニーズに対し、BtoC／BtoBtoCに着目し、オンライン・オフラインで取得可能なデータを蓄積・ 分析して新たな収益機会を模索
②不動産事業で培った知見を活用し、外部パートナーとも積極的に連携してビジネス領域を拡大し、そこで生まれた事業構想の検証フィールドとして、当社グループが保有・ 管理する多様な不動産ストックを活用
③全グループ横断的な波及効果を持つ生産性向上施策として、RPAやビジネスチャットツールをはじめとするIT技術・ツールの活用による業務の自動化・ 省力化を推進
④テクノロジーを活用して不動産関連業務の効率化・ 高度化を推進するとともに、不動産に新たな価値・ 機能を創出
⑤出資／アクセラレーター等を積極的に行い、オープンイノベーションを推進するとともに、社内からの新たなビジネスシーズを発掘する新事業提案制度等も活用して、社内外両面からの新たなビジネス創出を推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会承認済みの長期計画の方針に則った記載内容である。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社プレスリリース（2019年2月21日、p2） https://www.mec.co.jp/j/news/archives/mec190221_soshikijinji.pdf

弊社プレスリリース(2020年1月23日、p2)
https://www.mec.co.jp/j/news/archives/mec200123_soshikijinji.pdf


	記載内容抜粋
	2019年4月、デジタルテクノロジーを活用したビジネスモデル革新のグループ横断的な推進をさらに加速することを目的として「DX推進室」を「DX推進部」に改組する。 
2020年4月、新事業創出並びにデジタルトランスフォーメーションの活用による新たな収益源の獲得を目的とし、「新事業創造部」、「DX推進部」を新事業創出機能グループに移設する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2020
弊社ホームページのIR情報
https://www.mec.co.jp/j/investor/irlibrary/annual/pdf/integratedreport2020.pdf
p46

	記載内容抜粋
	1 全グループ横断的な波及効果を持つ生産性向上施策として、RPAやビジネスチャットツールをはじめとするIT技術・ツールの活用による業務の自動化・ 省力化を推進（プロセスイノベーションと定義）
2 テクノロジーを活用して不動産関連業務の効率化・ 高度化を推進するとともに、不動産に新たな価値・ 機能を創出（プロダクトイノベーションと定義）
3 出資／アクセラレーター等を積極的に行い、オープンイノベーションを推進するとともに、社内からの新たなビジネスシーズを発掘する新事業提案制度等も活用して、社内外両面からの新たなビジネス創出を推進（ビジネスイノベーションと定義）
※長期経営計画の対象期間（2020～2030年）において、上記３類型の投資が、概ね等分にバランスするよう、アロケーション管理を行う予定



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	三菱地所グループ長期経営計画2030


	公表日
	2020年 1月 24日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社ホームページのIR情報
https://www.mec.co.jp/j/investor/plan/pdf/plan200124.pdf
p33

	記載内容抜粋
	テクノロジーを活用することで業務の効率化・高度化とともに新たな事業を展開」「社会課題を背景とした潜在ニーズに対し、B to C／B to B to C に着⽬した新たな事業を展開し収益機会を拡大」により、2030年に250～300億円程度の増益を目指す。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年 9月 25日


	発信方法
	統合報告書2020
弊社ホームページのIR情報
https://www.mec.co.jp/j/investor/irlibrary/annual/pdf/integratedreport2020.pdf
p13,48

	発信内容
	ノンアセット事業の成長を必要不可欠な要素とし、そのために共創をテーマとして掲げている。具体的には、既存領域での課題の早期発見・解決や新たな事業機会の発掘を目指したデータの有効活用や、オープンイノベーションによる新事業開発や既存事業のビジネストランスフォーメーションの加速を掲げている



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年11月頃　～2021年1月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析、IPAの自己診断結果入力サイトより入力




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年6月頃　～2020年12月頃


	実施内容
	内部監査により情報セキュリティ・情報漏洩対策・個人情報保護体制強化等の具体的方策を報告、外部監査会社によるサイバーリスクアセスメントを実施




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

